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（交付税及び譲与税配付金特別会計に対する電子証書貸付債権以外の証書貸付債権のうちセカンダリー玉であるもの用）
証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書
　当方は、貴方が本承諾書により承諾した日の翌営業日から１０営業日以内に、当方の貴方に対して有する下記一、の証書貸付債権の全部を下記二、ないし六、の条件により日本銀行に根担保として差入れますからご承諾下さい。
　なお、当該証書貸付債権の元本を当方において受領する場合には、日本銀行に受領相当額以上の金額につき担保権の解除を依頼することとします。
記
一、　　　　年　　月　　日付財理第　　号にもとづく証書貸付債権（交一借第　　　号、残存元本額　　　　　　　　　　円）
二、日本銀行は、一、の証書貸付債権につき当方と日本銀行との間の取引または契約にもとづく債務の不履行があった場合には、これを取立てまたは処分し、その取立てまたは処分して得た代金をもって当方の日本銀行に対する債務の弁済に充当できるものとすること。この場合、日本銀行は貴方に対し、通知をすること。
三、日本銀行は、日本銀行と当方との間の取引または契約にもとづく債務の不履行があった場合には、当方および貴方に通知することにより、一、の証書貸付債権の譲渡に関する制限にかかわらず、一、の証書貸付債権を取得できること。
四、日本銀行は、上記三、により取得した一、の証書貸付債権を、第三者に譲渡する場合には、一、の金銭消費貸借契約に定める方法に従って行うものとする。日本銀行が一、の証書貸付債権に設定した担保権を第三者に譲渡する場合にも同様とする。
五、日本銀行が特に必要と認め、予め貴方に通知した場合を除き、利息は当方において受領することができること。
六、担保権者の権利を害さない事項については、当方と貴方との間において決定し、当方より日本銀行にこれを通知すれば足りること。また、金利の変更についても、日本銀行が特に必要と認め予め貴方に通知した場合を除き、同様の扱いとすること。
　　    年    月    日（印）



（担保差入先）
（住所）
（代表者またはその代理人）

                    （注１）
（第三債務者）
                    御中



（担保差入先）
                    御中
上記証書貸付債権の担保差入についてはこれを承諾いたします。


日　本　銀　行        御中
貴方に対し、当該証書貸付債権に係る以下の抗弁を主張いたしません。

相殺の抗弁権、弁済の抗弁権、免除の抗弁権、無効・取消・解除の抗弁権、同時履行の抗弁権、消滅時効に係る抗弁権、その他一切の抗弁権

なお、当方は、当該証書貸付債権にかかる証書上の貸付人から上記担保差入先への当該証書貸付債権にかかる譲渡に関する通知の受領または承諾を除き、本日の上記承諾時点において、当該証書貸付債権にかかる譲渡、質入またはその他の処分に関する通知を受領しておらず、かつ、承諾をしたことは一切ありません。



　　    年    月    日（印）



（第三債務者）



                    （注２）

（注１）代表者またはその者から権限を付与された者の役職名を記載し、記名なつ印または署名をする。
（注２）財務大臣または財務大臣から権限を付与されていることが明らかである者が記名なつ印または署名すること。
（注３）本書式は両面印刷のうえ使用する。




